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東日本大震災及び東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故から２年２ヶ

月を経過した現在、当市は、インフラ整備、災害がれき処理、除染作業、産業

の再生、地域医療・福祉・高齢化対策、避難者の帰還、地域コミュニティの再

構築や原子力から再生可能エネルギーへの転換など多くの課題を抱えています。 

震災当初は、警戒区域、計画的避難区域、緊急時避難準備区域とそれ以外の

区域に分断されましたが、平成２３年９月には緊急時避難準備区域が解除され、

平成２４年４月には警戒区域及び計画的避難区域が帰還困難区域、居住制限区

域及び避難指示解除準備区域の３つの区域に再編され、現在は、一刻も早く被

災者の生活を再興し、市民が安心して住み続けることができる環境を取り戻す

ため、各種復興事業に全力で取り組んでいるところです。 

今後、復興をより一層加速させていくためには、国における施策の拡充、制

度の柔軟な運用や財政支援が必要不可欠であることから、以下のとおり要望い

たします。 

 

記 

 

 (１) 中小企業の事業継続・再開に係る優遇措置について 

 ① 法人税及び所得税について 

   福島復興再生特別措置法において、避難解除区域の事業者は、避難対象雇

用者等を雇用した場合に、課税の特例により税額控除等を受けることができ

るが、地域では原子力災害による被害が甚大で、その影響が深刻かつ長期に

わたっており、人口の流出や商圏の消失により、依然として先行きの見えな

い厳しい経済状況にある。 

   事業継続と再開を強力に支援するため、法人税及び所得税の現行２０％の

税額控除を上回るさらに思い切った税制上の措置を講じること。 

 

② 福島復興再生特別措置法における特例措置の期間について 

   福島復興再生特別措置法における特例措置は、事業用設備等への投資につ

いては避難指示が解除された日から５年間、被災者雇用については県の確認

を受けた日から５年間とされている。 

     しかしながら、インフラ復旧の遅れや中長期的な先行きが見えない状況に

あり、投資及び雇用ともに思うように進んでいない。また、原子力災害の影

響は多大であり、市民の帰還や事業継続に必要な商圏及び顧客の回復には、

長期間を要すると想定される。 

   このため、中長期的な支援策を示し、事業者が安心して投資、雇用できる

環境を整えるために、福島復興再生特別措置法における特例措置の期間は、

人口や商圏が回復するのに必要な相当期間とすること。 

 

  ③ 福島復興再生特別措置法における特例措置の区域について 

   福島復興再生特別措置法における課税の特例措置の対象となる区域は、避

難解除区域に限定されている。 
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   原子力災害からの復興及び再生にあたっては、当該区域を含めた市全域で

取り組んでいくことが不可欠である。 

このため、福島復興再生特別措置法における課税の特例措置の区域は、避

難解除区域外を含む市全域とすること。 

 

(２) 原子力損害賠償について 

① 法人税及び所得税における賠償金の取扱いについて 

   市内の事業所は、原子力災害により減少した収入を東京電力㈱からの賠償

金により補填し、事業を継続している。 

   市民の避難により人口が減少している中、経済復興に力を注いでいる事業

所を支えるためにも、法人税及び所得税において、東京電力㈱の賠償金を非

課税にすること。 

 

② 営業損害、就労不能損害について 

営業損害及び就労不能損害について、解除期間とは区別し、生活再建に十

分な期間を補償すること。 

特に、旧緊急時避難準備区域の営業損害に対する補償は、平成２５年１２

月末までとなっているが、避難指示により隣接する小高区及び双葉郡の商圏

を失っていることや、いわき方面への交通網が寸断されていることにより、

現在も経済活動は著しく停滞している。このことから、旧緊急時避難準備区

域の営業損害については、隣接する地域の避難指示が解除され、人口と商圏

の回復に十分な期間を補償すること。 

 

（３）電気料金値上げに対する負担軽減措置について 

  被災地である当地方においては、被災者の生活再建や地域経済の回復に

向けて、復旧・復興の真最中にある。このような中、電気料金が値上げさ

れることは、これらの取り組みに水を差すこととなり、復興の取り組みが

鈍化すると危惧される。このため、電気料金の値上げが実施される場合は、

国において、被災地の電気料金の負担軽減につながる特段の措置を講じる

こと。 

 

（４）消費税率について 

   現行５％の消費税率は、平成２６年４月に８％、平成２７年１０月に１

０％へ２段階で引き上げられることとされている。現在、避難指示区域を

含む当市は、市内事業所の再開支援、積極的な企業誘致や新たな産業の展

開など、失われた市内産業の活力を取り戻すため必死に取り組んでいる。

このような中、消費意欲の低下につながる消費税率の引き上げが実施され

れば、復旧・復興の足かせとなることは明白である。このため、被災地の

経済状況の回復を見ないままに消費税率の引き上げを実施しないこと。 


